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(57)【要約】
【課題】軟性内視鏡１０の内視鏡挿入部１１の可撓性を
損なうことなく、効率良く電力伝送できる内視鏡システ
ム１を提供する。
【解決手段】内視鏡システム１は、軟性内視鏡１０と処
置具２０とを具備し、軟性内視鏡１０が、内視鏡挿入部
１１と、内視鏡挿入部１１を挿通する可撓性のチャンネ
ル１４と、内視鏡挿入部１１に配設されチャンネル１４
に印加される交流電界を発生する可撓性の送電電極１８
と、を有し、処置具２０が、可撓性の処置具挿入部２１
Ｂと、処置具挿入部２１Ｂに配設されチャンネル１４に
挿入されると交流電界を受電する可撓性の受電電極２８
と、受電電極２８が受電した電力により処理を行う処置
部２２と、を有する。
【選択図】図６Ａ
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　軟性内視鏡と処置具とを具備し、
　前記軟性内視鏡が、
　　被処置体の内部に挿入され、可撓性部を有する内視鏡挿入部と、
　　前記内視鏡挿入部を挿通する可撓性のチャンネルと、
　　前記内視鏡挿入部に配設され、前記チャンネル内に印加される交流電界を発生する可
撓性の送電電極と、を有し、
　前記処置具が、
　　可撓性の処置具挿入部と、
　　前記処置具挿入部に配設され、前記処置具挿入部が前記軟性内視鏡の前記チャンネル
に挿入されると、前記送電電極と容量結合して前記交流電界を受電する可撓性の受電電極
と、
　　前記受電電極が受電した電力により処理を行う処置部と、を有することを特徴とする
内視鏡システム。
【請求項２】
　前記送電電極または前記受電電極の少なくとも一方が、導体からなる素線が巻回されて
いる構造であることを特徴とする請求項１に記載の内視鏡システム。
【請求項３】
　前記送電電極または前記受電電極の少なくとも一方が、ピッチ巻きの平線からなる構造
である
ことを特徴とする請求項２に記載の内視鏡システム。
【請求項４】
　前記送電電極または前記受電電極の少なくとも一方が、互いに接続された複数の中空の
円筒形導電体を含む構造であることを特徴とする請求項１に記載の内視鏡システム。
【請求項５】
　前記送電電極および前記受電電極が、直線状態と湾曲状態とのいずれの状態であっても
隣接する素線の電気的な導通状態が維持されることを特徴とする請求項２乃至４のいずれ
か１項に記載の内視鏡システム。
【請求項６】
　前記送電電極と前記受電電極とが容量結合している状態において、相対位置が変化して
も結合容量を一定に保つことを特徴とする請求項２乃至５のいずれか１項に記載の内視鏡
システム。
【請求項７】
　共にピッチ巻きの平線からなる構造の前記送電電極と前記受電電極とが、逆巻きである
ことを特徴とする請求項６に記載の内視鏡システム。
【請求項８】
　前記送電電極または前記受電電極の少なくとも一方が、樹脂からなる外装チューブの補
強部材機能を有することを特徴とする請求項１乃至７のいずれか１項に記載の内視鏡シス
テム。
【請求項９】
　被処置体の内部に挿入され、可撓性部を有する内視鏡挿入部と、
　前記内視鏡挿入部を挿通する可撓性のチャンネルと、
　前記内視鏡挿入部に配設され、前記チャンネルに印加される交流電界を発生する可撓性
の送電電極と、を有することを特徴とする軟性内視鏡。
【請求項１０】
　軟性内視鏡の内視鏡挿入部のチャンネルに挿入可能な、可撓性の処置具挿入部と、
　交流電界が印加された前記チャンネルに挿入されると前記交流電界を受電する、前記処
置具挿入部に配設された、可撓性の受電電極と、
　前記受電電極が受電した電力により処置を行う処置部と、を有することを特徴とする処
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置具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、軟性内視鏡のチャンネルに挿入された処置具に交流電界を介して無線給電す
る内視鏡システム、前記軟性内視鏡、および前記処置具に関する。
【背景技術】
【０００２】
　米国特許第７８２４４０７号明細書には、内視鏡のチャンネルを挿通して体内に挿入さ
れるデバイスとして、生体組織に高周波電流を印加して処置する高周波切開鉗子が開示さ
れている。
【０００３】
　高周波切開鉗子等のデバイスには、動作に必要な電力を供給するためにケーブルが接続
されている。このケーブルは、術者が処置具を操作する上で、取り回しなどの操作性を向
上させるため、無い方が好ましい。
【０００４】
　なお、米国特許第６１８７００２号明細書および米国特許第６２０６８７５号明細書に
は、トロッカーの送電電極から、トロッカーに挿入された容量型コードレス手術器具の受
電電極に、容量結合を介して電力を無線給電することが開示されている。
【０００５】
　容量結合を介して効率良く電力伝送するには、送電電極と受電電極との対向面積を広く
することが好ましい。また、この無線給電の技術を、軟性内視鏡と処置具との組み合わせ
からなる内視鏡システムに適用する場合、送電電極と受電電極との対向面積を広くするに
は、軟性内視鏡の挿入部に配設されている長いチャンネルにおいて送電電極と受電電極と
が容量結合することが好ましい。
【０００６】
　しかし、トロッカーに配設されている送電電極を軟性内視鏡のチャンネルに配設すると
、内視鏡挿入部の可撓性が失われてしまう。また、トロッカー用の処置具を軟性内視鏡の
チャンネルに挿入すると、やはり内視鏡挿入部の可撓性が失われてしまう。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】米国特許第７８２４４０７号明細書
【特許文献２】米国特許第６１８７００２号明細書
【特許文献３】米国特許第６２０６８７５号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明の実施形態は、内視鏡挿入部の可撓性を損なうことなく、効率良く、無線電力伝
送できる内視鏡システム、軟性内視鏡、および処置具を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の一態様の内視鏡システムは、軟性内視鏡と処置具とを具備し、
　前記軟性内視鏡が、被処置体の内部に挿入され、可撓性部を有する内視鏡挿入部と、前
記内視鏡挿入部を挿通する可撓性のチャンネルと、前記内視鏡挿入部に配設され、前記チ
ャンネル内に印加される交流電界を発生する可撓性の送電電極と、を有し、
　前記処置具が、可撓性の処置具挿入部と、前記処置具挿入部に配設され、前記処置具挿
入部が前記軟性内視鏡の前記チャンネルに挿入されると、前記送電電極と容量結合して前
記交流電界を受電する可撓性の受電電極と、前記受電電極が受電した電力により処理を行
う処置部と、を有する。
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【００１０】
また別の実施形態の軟性内視鏡は、被処置体の内部に挿入され、可撓性部を有する内視鏡
挿入部と、前記内視鏡挿入部を挿通する可撓性のチャンネルと、前記内視鏡挿入部に配設
され、前記チャンネルに印加される交流電界を発生する可撓性の送電電極と、を有する。
【００１１】
　さらに、別の実施形態の処置具は、軟性内視鏡の内視鏡挿入部のチャンネルに挿入可能
な、可撓性の処置具挿入部と、交流電界が印加された前記チャンネルに挿入されると前記
交流電界を受電する、前記処置具挿入部に配設された、可撓性の受電電極と、前記受電電
極が受電した電力により処置を行う処置部と、を有する。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明の実施形態によれば、内視鏡挿入部の可撓性を損なうことなく、効率良く、無線
電力伝送できる内視鏡システム、軟性内視鏡、および処置具を提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】第１実施形態の内視鏡システムの構成図である。
【図２】第１実施形態の内視鏡システムの内視鏡の断面模式図である。
【図３】第１実施形態の内視鏡システムの処置具の断面模式図である。
【図４】第１実施形態の内視鏡システムの送電電極および受電電極の模式図である。
【図５Ａ】第１実施形態の内視鏡システムの送電電極の断面模式図である。
【図５Ｂ】第１実施形態の内視鏡システムの送電電極の断面模式図である。
【図５Ｃ】第１実施形態の内視鏡システムの送電電極の断面模式図である。
【図６Ａ】第１実施形態の内視鏡システムの対向電極の位置を示す断面動作図である。
【図６Ｂ】第１実施形態の内視鏡システムの対向電極の位置を示す断面動作図である。
【図７】第１実施形態の内視鏡システムの等価回路図である。
【図８Ａ】第１実施形態の内視鏡システムの対向電極面積を示す図である。
【図８Ｂ】第１実施形態の内視鏡システムの対向電極面積を示す図である。
【図９Ａ】第１実施形態の変形例の内視鏡システムの対向電極面積を示す図である。
【図９Ｂ】第１実施形態の変形例の内視鏡システムの対向電極面積を示す図である。
【図１０Ａ】第１実施形態の変形例の内視鏡システムの電極の模式図である。
【図１０Ｂ】第１実施形態の変形例の内視鏡システムの電極の模式図である。
【図１０Ｃ】第１実施形態の変形例の内視鏡システムの電極の模式図である。
【図１１Ａ】第１実施形態の変形例の内視鏡システムの送電電極の断面模式図である。
【図１１Ｂ】第１実施形態の変形例の内視鏡システムの送電電極の断面模式図である。
【図１１Ｃ】第１実施形態の変形例の内視鏡システムの送電電極の断面模式図である。
【図１２】第２実施形態の内視鏡システムの等価回路図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
＜第１実施形態＞
　図１に示すように本実施形態の内視鏡システム１は、軟性内視鏡（以下、「内視鏡」と
いう）１０と、内視鏡１０のチャンネル１４に挿通される処置具２０と、電源３０と、ス
イッチ（ＳＷ）３１と、プロセッサ３２と、モニタ（表示部）３３と、対極板４０とを具
備する。以下、内視鏡システム、内視鏡および処置具を内視鏡システム等という。
【００１５】
　内視鏡１０は、内視鏡挿入部１１と、内視鏡挿入部１１の基端部側に配設された操作部
１２と、操作部１２から延設されたユニバーサルコード１３と、を有する。内視鏡挿入部
１１は、撮像部１５（図２参照）が配設された先端部１１Ａと、先端部１１Ａの方向を変
えるための湾曲部１１Ｂと、可撓性の細長い軟性部１１Ｃとが連接されている。軟性部１
１Ｃは、被処置体２である患者の口腔または肛門から消化管の内部等に挿入される可撓性
部である。操作部１２は術者が把持し、先端部１１Ａの方向操作、送気送水操作、および
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内視鏡画像撮影操作等を行う。
【００１６】
　内視鏡１０のユニバーサルコード１３と接続されたプロセッサ３２は、内視鏡システム
１の全体の制御を行うＣＰＵ等からなる制御部（不図示）を具備し、撮像部１５が出力す
る撮像信号を処理し、モニタ３３に内視鏡画像を表示する。プロセッサ３２と接続された
電源３０はまた、処置具２０に電力を供給する。本実施形態における処置具２０が例えば
高周波処置具の場合、高周波電力を供給するものである。スイッチ（ＳＷ）３１は、本実
施形態ではペダルを術者の足等で踏むようなフットスイッチが用いられ、電源３０の出力
をＯＮ／ＯＦＦ制御する。なお、ここではユニバーサルコード１３からプロセッサ３２を
介して電源からの電力が供給される構成としているが、ユニバーサルコード１３から分岐
した配線が電源３０と直接接続されていてもよい。
【００１７】
　対極板４０は、例えば、ステンレス等の金属導体からなり、当該対極板４０に接触する
導電体を導電路として扱うことが可能で、本実施形態の場合は人体（患者）２を導電路と
して用いる人体電極である。対極板４０は、処置を受ける被処置体（患者）２の、例えば
背中側に広い面積で接触するように貼り付けられ、いわゆる、リターン回路を構成する。
【００１８】
　内視鏡１０は、少なくとも内視鏡挿入部１１の内部に配置され、操作部１２の挿入口１
４Ａから先端部１１Ａの開口１４Ｂまで挿通された樹脂チューブからなる可撓性のチャン
ネル１４を有する。処置具２０は、このチャンネル１４に挿通される。また、チャンネル
１４は、可撓性のチューブおよび分岐管を含み、分岐管の一方は送気吸引管１４Ｃ（図２
参照）と接続されている。
【００１９】
　図３に示すように、処置具２０は、モノポーラ（単極）型の高周波電気メスであり、被
処置部２Ａである生体組織（患部）を処置する処置部（メス電極）２２が配設された先端
部２１Ａと、細長い可撓性の処置具挿入部２１Ｂと、処置具挿入部２１Ｂの基端部側に配
設された、術者が体外で操作する処置具操作部２１Ｃと、を有する。処置具２０は、挿入
口１４Ａから挿入されチャンネル１４を挿通して開口１４Ｂから、先端部２１Ａが突出す
る。
【００２０】
　電源３０は、例えば、周波数が１００ｋＨｚ以上１００ＭＨｚ以下の高周波電力を出力
する。高周波電力の周波数は法令等で使用が認められている周波数から選択されることが
好ましく、例えば１３．５６ＭＨｚである。高周波電力の振幅は特に制限はないが、波形
は汎用電源が使用できるため、正弦波が好ましい。
【００２１】
　内視鏡システム１では、処置具２０と電源３０とは有線接続されていない。しかし、処
置具２０は、処置具挿入部２１Ｂがチャンネル１４に挿入されると、内視鏡１０を介して
電源３０から処置に必要な電力を、容量結合を介したワイヤレスの電力伝送により受電す
る。
【００２２】
　図２および図４に示すように、内視鏡１０は、電源３０が出力する高周波電力を交流電
界に変換する送電電極１８を含む送電部１９を有する。内視鏡挿入部１１に配設されてい
る送電電極１８は、チャンネル１４の外周を巻回しているピッチ巻きの素線からなる螺旋
電極のため、可撓性を有する。ここで、ピッチ巻きとは、素線の隣り合う巻き同士が所定
の間隔（ピッチ）をおいて巻回されているため、巻き同士が接触していない螺旋構造であ
り、隣接する巻き同士が接触している密着巻きと対比をなす巻き構造である。以下、「素
線の隣り合う巻き同士」を単に「隣接する素線」という。
【００２３】
　可撓性のある送電電極１８は、細長い軟性部１１Ｃの内部に配設されているチャンネル
１４の外周を巻回しているが、軟性部１１Ｃの可撓性を全体として損なうことがない。な
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の時に隣接する素線間が互いに非接触の状態を維持するものとする。
【００２４】
　なお、送電電極を、密着巻きの螺旋構造としても、送電電極は可撓性を有する。
　しかしながら、密着巻きは、単位電極長さあたりの巻き数が多い。その為、その電気的
性質（インピーダンス）は、ピッチ巻きの場合に比してインダクタ（コイル）としての性
質が強くなる傾向にある。本螺旋電極はあくまで電極として用いることを意図しているが
、電極長が長くなって巻き数が多くなるなど悪い条件が重なると、螺旋電極は自己共振に
至り、意図した電極として使用することができなくなる恐れもある。
【００２５】
　また、軟性部１１Ｃが直線状態から湾曲変形状態になると、密着巻きの送電電極１８は
、一部で密着巻きが解けて隣接する素線が接触しない部分と、接触する部分のある状態と
なる。その為、湾曲変形前と比してコイルとしての電気的性質が強くなって、リアクタン
ス（インピーダンスの虚部）が正に大きくなる。または、素線表面が酸化しても隣接する
素線が電気的に接触しなくなるために同様にコイルとしての電気的性質が強くなって、リ
アクタンスが正に大きくなる。すると、送電電極１８を含む送電部１９のインピーダンス
が、湾曲していない、または酸化していなかった状態と比して、変化してしまう為、その
共振周波数が変化してしまい、制御性が悪化し、効率的な送電がしにくくなる。
【００２６】
　このため、送電電極は、隣接する素線が常に電気的に接触しておらず、湾曲および酸化
によってもリアクタンスに変化を受けにくい、ピッチ巻きが密着巻きよりも好ましい。
【００２７】
　図４に示したように、本実施の形態の送電電極１８の素線は断面が矩形の導体からなる
平線である。ピッチ巻きの送電電極１８の素線は丸線でも良いが、平線の方が丸線よりも
レジスタンス（インピーダンスの実部）が小さい。
【００２８】
　次に、素線がピッチ巻きであっても、隣接する素線間距離ｇが短い場合には、大きく湾
曲変形すると湾曲中心に近い側の隣接する素線が接触してしまい、ピッチ巻きの利点を損
なうおそれがある。そこで、想定される最大の湾曲変形状態、即ち最小の曲率半径となる
状態でも素線が接触しないようにする為の送電電極１８の設計方法について、図５Ａ～図
５Ｃを用いて説明する。平線の幅Ｌは、軟性部１１Ｃの湾曲変形により想定される送電電
極１８の最小曲率半径と、その湾曲部を何分割するかという分割数ｎによって幾何的に決
める事ができる。図５Ａは、素線を巻回した外径φ、素線の幅Ｌ、素線間距離ｇとした送
電電極１８の断面図を示す。曲率半径ｒ、湾曲角度１８０度（πラジアン）の送電電極１
８の分割数ｎ＝６の場合を例に説明する。なお、電極を示す素線の断面形状は図５Ａに破
線を用いて示したように平行四辺形である。しかし、図５Ｂおよび図５Ｃにおいては、原
理説明を簡単にするため断面形状を矩形として図示する。
【００２９】
　この場合には、素線の幅Ｌは

より短い必要がある。また、次に素線間距離ｇを決定する２つのパターンを示す。
【００３０】
＜パターン１＞　素線が伸縮性材料で素線間距離ｇが保持されている場合
【００３１】
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【００３２】
　すなわち、図５Ｂより、湾曲角度πをｎ分割したとき、隣り合う素線が接触する角度（
臨界角）を、

とすることができ、ｎ≫1の仮定から（式１）が導かれる。
【００３３】
＜パターン２＞　素線が伸びない部材で素線間距離ｇが保持されている場合（縮むことは
できる）
【００３４】

【００３５】
　すなわち、図５Ｃより、湾曲角度πをｎ分割したとき、隣り合う素線が接触する角度（
臨界角）を、

とすることができ、ｎ≫1の仮定から（式２）が導かれる。
【００３６】
　例えば、曲率半径２０ｍｍで半周（πラジアン）、分割数ｎ＝１０、処置具外径φ＝２
．６ｍｍの場合、素線の幅Ｌは、約６．２ｍｍより短い必要がある。また、素線が伸縮性
材料で素線間距離ｇが保持されている場合（パターン１）には、素線間距離ｇは、ｇ≧０
．４１ｍｍであればよい。また素線が熱収縮チューブのような延性の小さい部材により素
線間距離ｇが保持されている場合には（パターン２）、ｇ≧０．８２ｍｍであれば良い。
【００３７】
　なお、隣接する素線が接触し導通するのを確実に防止するために、素線の少なくとも側
面を絶縁体で覆ったり、素線間に絶縁体を配設したりしてもよい。素線間に絶縁体を配設
するには、ピッチ巻きした後に素線間を絶縁体で充填してもよいし、素線と絶縁体からな
る絶縁線とを組み合わせて螺旋形状の送電電極１８を構成してもよい。
【００３８】
　密着巻きの場合、湾曲変形によって隣接する素線の導通状態が変化することで制御性が
悪化することは前記の通りである。一方、密着巻きの素線を絶縁体で覆うことで、湾曲変
形していない状態で隣接する素線を電気的に非接触とすることができるため、湾曲変形し
た状態でも隣接する素線の非接触状態が変わらないようにできる為、螺旋電極のリアクタ
ンス（インピーダンスの虚部）の変化を、最小限になるよう抑制する効果もある。
【００３９】
　また、密着巻きであっても、湾曲変形によって隣接する素線の接触状態が変化しにくく
なるように、導体からなる平線と導体からなる丸線とを組み合わせて螺旋形状の送電電極
１８を構成してもよい。すなわち、送電電極および受電電極が、直線状態と湾曲状態との
いずれの状態であっても隣接する素線の電気的な導通状態が維持されることが好ましい。
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【００４０】
　電極としての機能上は、送電電極１８の導体が挿入管14の中空部の内面に露出していて
もよいが、チャンネル１４は送気吸引等にも用いられるため、中空部の内面は絶縁体で封
止されていることが好ましい。
【００４１】
　一方、図３および図４に示すように、処置具２０は、交流電界を受電する受電電極２８
を含む、受電部２９を有する。処置具２０の受電電極２８は、円筒状の処置具挿入部２１
Ｂの外形に合わせた螺旋形状のピッチ巻きの平線からなる。すなわち、内視鏡システム１
では、送電電極１８と受電電極２８とは略同じ構造である。
【００４２】
　ここで、図６Ａに示すように、処置具２０が挿入口１４Ａからチャンネル１４に挿入さ
れても、開口１４Ｂから処置部２２が突出するまでは、処置具２０の受電電極２８は、内
視鏡１０の送電電極１８が発生する交流電界を効率良くは受電できない。
【００４３】
　これに対して、図６Ｂに示すように、開口１４Ｂから処置部２２が突出した状態では、
受電電極２８は送電電極１８の内部に挿入された状態となる。このため、内視鏡システム
１では開口１４Ｂから処置部２２が突出した状態において、受電電極２８は送電電極１８
と強く容量結合し、送電電極１８が発生する交流電界を効率良く受電できる。つまり、受
電電極２８と送電電極１８との位置関係は、処置部２２が開口１４Ｂから突出する位置に
応じて定められている。
【００４４】
　内視鏡システム１では、処置具２０は、内視鏡１０と導体による物理的接触（接続）が
ない。しかし、処置具２０の受電部２９は、内視鏡１０の送電部１９と容量結合すること
により、非接触状態で接続される。
【００４５】
　図７は、内視鏡システム１の回路図である。電源３０が出力する高周波電力は、内視鏡
１０の送電部１９と処置具２０の受電部２９とが構成するキャパシタＣ１を介して、処置
部２２に出力される。処置部２２が被処置部２Ａである生体組織（患部）と接触すると、
処置部２２と対極板４０との間に高周波電力が通電される。
【００４６】
　なお、電源３０と対極板４０とを接続している配線は、接地電位であってもよい。送受
電部を含む回路はインダクタンス素子１７を有する。前記回路は、インダクタンス成分が
加わることにより所定の共振周波数の直列共振回路を構成している。なお、インダクタン
ス素子１７としてインダクタンス可変素子を配設してもよい。送電電極１８と受電電極２
８との位置関係、または処置状態等が変化すると、キャパシタＣ１の容量が変化するため
、共振回路の共振周波数Ｆ１が変化する。しかし、インダクタンス可変素子を有する内視
鏡システム１では、高周波電力の周波数と一致するように共振周波数が調整できる。
【００４７】
　被処置体２から対極板４０に流れるリターン回路の電力は大面積の経路を流れる。すな
わち、被処置体２の抵抗Ｒ２は小さい。これに対して、被処置部２Ａでは、電力は局所的
に印加されるため、被処置部２Ａの抵抗Ｒ２Ａは大きく、高密度となる。このため、印加
された電力は、被処置体２には殆ど影響を及ぼさないのに対して、処置部２２と接触した
被処置部２Ａにはジュール熱が発生し、被処置部２Ａは処置（切除／止血）される。
【００４８】
　ここで、容量結合による無線電力伝送の効率は、送電電極１８と受電電極２８との容量
結合の大きさ、すなわち、送電電極１８と受電電極２８とにより構成されるキャパシタＣ
１の容量ＣＡに比例する。
【００４９】
　キャパシタの容量Ｃは、電極間の誘電率εと対向電極面積Ａとに比例し、電極間距離Ｇ
に反比例する。
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【００５０】
　すなわち、Ｃ＝εＡ／Ｇ
【００５１】
　チャンネル１４の内径は、処置具２０の処置具挿入部２１Ｂが、挿通可能なように、処
置具挿入部２１Ｂの外径よりも大きい。例えばチャンネル１４の内径が２．８ｍｍであり
、処置具挿入部２１Ｂの外径が２．６ｍｍである。チャンネル１４の肉厚を０とみなすと
、キャパシタＣ１の電極間距離Ｇは、互いに同軸で偏心がない場合、０．１ｍｍと非常に
短い。
【００５２】
　図４および図６に示したように、本実施の形態では送電電極１８と受電電極２８とは、
同じ平線をピッチ巻きのコイル構造を有する。しかし、送電電極１８と受電電極２８とは
、逆巻きとしている。このため、図８Ａおよび図８Ｂに示すように、送電電極１８と受電
電極２８とが容量結合している状態において、両者の相対位置が変化しても対向電極面積
Ａは変化しないため結合容量は変化しないで一定に保たれる。このため、電力伝送の効率
は変化しないで安定している。
【００５３】
　これに対して、図９Ａおよび図９Ｂに示すように、送電コイル１８と受電コイル２８が
同じ巻き方向であると、素線の幅やピッチによっては、送電電極１８と受電電極２８とが
容量結合している状態において、両者の相対位置が変化すると対向電極面積Ａが変化する
場合がある。しかし、相対位置によっては広い対向電極面積Ａを得ることができる。この
ため、特に大電力を必要とする場合には送電コイルと受電コイルとを同じ巻き方向として
もよい。
【００５４】
　なお、送電電極と受電電極とが同じ巻き方向であっても、素線の幅Ｌおよび素線間距離
ｇを異なるように構成することで、対向電極面積Ａの変化を小さくすることもできる。
【００５５】
　なお、送電電極１８と受電電極２８との間に、フッ素樹脂などの空気よりも誘電率εの
高い絶縁材料を配設し容量Ｃを大きくしてもよい。
【００５６】
　なお、ここで電極の長さを電極の軸方向の合計の長さと定めると、これら送電電極また
は受電電極の最短長は、回路の寄生容量と、送受電に関わる容量、すなわち、キャパシタ
Ｃ１の容量ＣＡと、が略同じになる長さである。送受電に関わる容量よりも回路の寄生容
量が大きいと、給電電力の多くが処置部に到達しない。
【００５７】
　また、送電部から受電部へ入力された電力を、処置部がより多く消費すると、伝送効率
がより高くなる。このため、回路の各種抵抗成分に比べて、処置部の負荷、すなわち抵抗
が大きいことが好ましい。
【００５８】
　送電電極１８と受電電極２８とは、処置部２２の動作時に強く容量結合する位置に配設
されていればよい。
【００５９】
　内視鏡システム１では、長いチャンネル１４を活用することで、電極間距離Ｇが短く、
対向電極面積Ａが広く、すなわち容量ＣＡの大きなキャパシタＣ１を構成できる。
【００６０】
　内視鏡１０のチャンネル１４の長さＤは１００ｃｍ以上と非常に長いが、その大部分は
可撓性の軟性部１１Ｃの内部に配置されている。可撓性の長い軟性部１１Ｃ（チャンネル
１４）を有する軟性内視鏡１０を具備する内視鏡システム１は、送電電極１８および受電
電極２８の長さを、内視鏡挿入部の可撓性を損なうことなく、内視鏡挿入部１１および処
置具挿入部２１Ｂの長さに応じて長くできるため、無線電力伝送の効率が高い。
【００６１】
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　なお、送電電極１８は、内視鏡１０の軟性部１１Ｃだけなく、操作部１２の内部のチャ
ンネル１４にも配設されていてもよい。また、送電電極１８は、大きく湾曲変形する湾曲
部１１Ｂの内部のチャンネル１４にも配設可能である。ただし、湾曲部１１Ｂの内部に配
設する場合には、軟性部１１Ｃよりも、素線間距離ｇを長くする等して、より大きい可撓
性を有する構造とすることが好ましい。すなわち、送電電極１８は全長にわたって同じ構
造、同じ仕様である必要は無い。なお、発生する交流電界が撮像部１５等に影響を及ぼさ
ないように、送電電極１８は、先端部１１Ａの内部には配設しないことが好ましい。
【００６２】
　送電電極１８は可撓性チューブであるチャンネル１４の外周面に、蒸着法またはめっき
法により、銅等の金属膜を成膜した後にパターニングしてコイル状にしても良いし、樹脂
からなる外装チューブの補強部材であるステンレスコイルを送電電極１８として用いても
よい。なおステンレスは弾性があり厚さが薄くてもコイル化が容易だが、電気抵抗が比較
的高い。このため、ステンレスよりも電気抵抗の低い材料、例えば銅膜で被覆されたステ
ンレスで送電電極１８を構成することが好ましい。
【００６３】
　受電電極２８も、送電電極１８と同様に処置具２０の処置具挿入部２１Ｂの外周面に金
属膜を成膜しパターニングすることで作製してもよいし、樹脂からなる処置具２０の外装
チューブの補強部材であるステンレスコイルを受電電極２８として用いてもよい。
【００６４】
　内視鏡システム１の処置具２０は、電源３０と接続された配線（ケーブル）がないため
、取り扱いが容易で操作性がよい。更に、送電部１９が内視鏡１０の内部に配設されてい
るため、発生する電界は内視鏡１０の外部に漏洩しにくいため、周囲の機器等に対する漏
洩電磁界の影響が小さい。また、被処置体である生体と送受電部との距離が担保されてい
るため、電極の発熱の影響が小さい。
【００６５】
　なお、内視鏡システム１の内視鏡のチャンネルを挿通して体内に挿入されるデバイスと
しては、受電部２９が受電した電力により動作する処置部を有する各種のモノポーラ処置
具を用いることができる。すなわち例えば、高周波切開鉗子、高周波止血鉗子、ホットバ
イオプシー鉗子、または高周波凝固処置具などを処置具２０として用いることができる。
【００６６】
＜第１実施形態の変形例＞
　次に第１実施形態の変形例の内視鏡システム等について説明する。変形例の内視鏡シス
テム等は、すでに説明した内視鏡システム１と同じ構成を具備し、類似しているので、同
じ機能の構成要素には同じ符号を付し説明は省略する。
【００６７】
　変形例の内視鏡システム等は、いずれも、内視鏡システム１の効果を有し、更に、それ
ぞれが内視鏡システム１よりも優れた効果を有する。
【００６８】
＜電極の構造＞
　送電電極１８および受電電極２８の構造および配置によって発生する交流電界の分布お
よび容量結合状態等は大きく異なる。しかし、送電部１９で発生した交流電界と受電部２
９とが容量結合を生じる構成であれば、無線で電力伝送できる。
【００６９】
　すなわち、内視鏡システム１では、送電部１９の送電電極１８および受電部２９の受電
電極２８は、ピッチ巻きの平線からなる螺旋構造であったが、交流電界の発生／受電のた
めの電極は、これに限られるものではない。なお、以下、送電電極１８または受電電極２
８の変形例の電極８Ａ、８Ｂについて説明する。
【００７０】
　図１０Ａに示す電極８Ａは、素線として複数の円筒状金属部材を導体の連結部により連
結し電気的に接続している。それぞれの円筒状金属部材の可撓性が低くとも、電極８Ａは
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全体的に可撓性を有する。図１０Ｂの電極８Ｂは、メッシュ状の金属部材からなるため、
可撓性を有する。図１０Ｃの電極８Ｃは、先に述べたような素線の少なくとも側面を絶縁
体で覆ったり、素線間に絶縁体を配設したりする構成を示した。他に例えば素線としてフ
レキシブル基板（ＦＰＣ）を螺旋構造で保つことでも可撓性を有する電極を実現できる。
また、フレキシブル基板の場合、少なくとも導体の側面に、一般的には導体表裏面にも絶
縁部材が配置されているため、隣接するフレキシブル基板は、湾曲状態であっても、電極
として作用する導体部分は互いに非接触を保つことが可能である。 
【００７１】
　図１１Ａに、図１０Ａで示した電極８Ａの断面図を示す。ただし、ここでは電極８Ａの
動きを説明するために使用するので、説明を簡単にするため連結部は省略してある。
【００７２】
　なお、電極８Ａの湾曲形態は、図１１Ｂに示すように連結部が撓む場合と、図１１Ｃに
示すように連結部が電極と摺るように動くことで回転を可能にする場合が考えられる。
【００７３】
　送電電極１８と受電電極２８とが容量結合している状態において、両者の相対位置が変
化しても結合容量が変化しない対向電極を構成するために、送電電極の構造と受電電極の
構造とを異なる構成とすることも有効である。
【００７４】
　例えば、送電電極１８を平線のピッチ巻きの螺旋構造とし、受電電極２８を複数の円筒
状金属部材構造とする。また、送電電極１８をメッシュ構造とすれば、受電電極２８はメ
ッシュ構造を含む如何なる構造であってもよい。
【００７５】
＜第２実施形態＞
　第２実施形態の内視鏡システム１Ａ、軟性内視鏡１０Ａ、および処置具２０Ａは、内視
鏡システム１等と類似しているので、同じ機能の構成要素には同じ符号を付し説明は省略
する。
【００７６】
　内視鏡システム１Ａの処置具２０Ａは、先端部に処置部である、高周波電流が通電され
る一対のブレード（電極）を有するバイポーラ処置具である。一対のブレードに挟持され
た被処置部２Ａである生体組織（患部）２は、高周波電流によるジュール熱で切除／止血
される。
【００７７】
　図１２に示すように、内視鏡システム１Ａは、２つの送電電極１８Ａ、１８Ｂを有する
内視鏡１０Ａと、２つの受電電極２８Ａ、２８Ｂとを有する処置具２０Ａと、を具備する
。
【００７８】
　そして、送電電極１８Ａと受電電極２８ＡとはキャパシタＣ１を構成しＣＡ１の容量結
合を生じ、送電電極１８Ｂと受電電極２８ＢとはキャパシタＣ２を構成しＣＡ２の容量結
合を生じる。
【００７９】
　送電電極１８Ｂおよび受電電極２８Ｂの構成は、内視鏡システム１等と同じ構成である
。
【００８０】
　このため、内視鏡システム１Ａ、軟性内視鏡１０Ａ、および処置具２０Ａは、内視鏡シ
ステム１等と同じ効果を有する。
【００８１】
　なお、内視鏡システム１Ａの処置具２０Ａとしては、受電部２９が受電した電力により
動作する処置部を有する各種のバイポーラ処置具を用いることができる。すなわち例えば
、高周波切開鉗子、高周波止血鉗子、ホットバイオプシー鉗子、高周波凝固処置具、プラ
ズマ用交流発生処置具、発熱処置具、冷却処置具、振動処置具、または放射処置具などを
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【００８２】
　更に、高周波電力を生体組織２に印加して処置を行う処置具に限られるものではなく、
各種の電気駆動式の処置具であってもよい。例えば、超音波振動を利用して生体組織を切
開したり凝固したりする超音波処置具、超音波振動を利用して生体組織を粉砕して吸引す
る超音波吸引処置具、ドリル等の回転力を利用して生体組織を粉砕する切除処置具や、鉗
子先端を電動で動かす機能のあるアクチュエータ付き処置具等にも用いることができる。
【００８３】
　本発明は、上述した実施形態および変形例等に限定されるものではなく、発明の趣旨を
逸脱しない範囲内において種々の変更、組み合わせ、および応用が可能である。
【符号の説明】
【００８４】
１、１Ａ・・内視鏡システム
２・・被処置体
８・・電極
１０・・軟性内視鏡
１１・・内視鏡挿入部
１４・・チャンネル
１７・・インダクタンス素子
１８・・送電電極
１９・・送電部
２０・・処置具
２８・・受電電極
２９・・受電部
３０・・電源
３２・・プロセッサ
３３・・モニタ
４０・・対極板
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